第１部　計画の枠組み
第１章　基本的な考え方
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　基本的な考え方
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　基本的な視点
(1) 　障がいのある人の自己決定の尊重と意思決定の支援
障害者基本法がめざす共生社会の実現に向けては、障がいのある人が、必要な支援を受けながら、自らの決定に基づき社会に参加できるよう、障がいのある人やその家族などの意見を尊重し、障がい者施策に取り組む必要があります。
また、障がいのある人が適切に意思決定を行い、その意思を表明することができるよう、障がい者施策などに関する情報の適切な入手や相談、意思疎通等の支援を行う必要があります。
(2) 　障がいのある人の視点に立った総合的かつ計画的な支援
障害者基本法の基本原則の１つである地域社会における共生を進めるためには、障がいのある人が、生涯のあらゆる機会を通じて適切な支援を受けられるよう、福祉、保健・医療、雇用・就労、防災、まちづくり、教育、文化・スポーツなどの各分野の施策を総合的に展開するとともに、切れ目のない支援を行う必要があります。
また、障がいのある人の性別や年齢、生活の実態、さらには、障がいの特性や状態等を踏まえ、これらの施策に取り組む必要があります。
(3) 　障がいのある人を取り巻く社会的障壁の除去の推進
障がいのある人が地域で安心して生活をおくるためには、活動を制限している障壁の除去、すなわち、公共建築物や公共交通機関等のバリアフリー化を推進し、利便性の向上に取り組む必要があります。
また、障害者権利条約の趣旨を踏まえ、障がいや障がいのある人に対する理解を促進するなど、社会参加を制限している障壁の除去に努め、障害者基本法の基本原則の１つである障がいを理由とする差別の解消を推進するなど、権利の侵害の防止に取り組む必要があります。
2 　基本理念
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障害者基本法は、「障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現する」ことをめざしています。
平成18（2006）年に策定した第２次岐阜市障害者計画においては、「誰もが自立してともに暮らすまちをめざして」を掲げ、これまで、共生社会の実現をめざし、障がい者施策の推進を図ってきました。
本計画においても、基本理念として、これを継承し、障がい者施策の一層の推進を図ります。
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誰もが自立してともに暮らすまちをめざして
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	「自立」とは、障がいのある人が、他からの助けを受けずに自分の力で生活するということだけではなく、他からの助けを受けて生活するということも含むものと考えます。したがって、自助、互助、公助の３つを組み合わせることにより、障がいのある人が自ら希望する生活をおくることも「自立」と捉えます。また、自ら希望を表明できない場合であっても、そのことをもって「自立」の可能性を否定するものではありません。
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　基本目標
基本理念のもと、障がいのある人を取り巻く現状と課題（第１編第２章）を踏まえつつ、次の４つの基本目標を定め、障がい者施策の一層の推進を図ります。
Ⅰ　障がいのある人が自ら望む場所で生活するためのまちづくり
障がいのある人が、地域社会を形成するひとりの市民として、日常生活や社会生活をおくるためには、生活の場を自ら選択、決定するとともに、そこでの生活を持続していく必要があります。
そのため、障がいのある人からの相談支援体制の充実や障害福祉サービス、保健・医療サービスの提供など、生活に必要な支援に取り組みます。なお、障がいのある人の生活支援にあたっては、障がいの重度化や重複化、障がいのある人とその家族の高齢化、親なき後などを見据え、適切な対応に努めます。

	指　　標
	現状（平成25年度）
	目標（平成29年度）

	生活に満足している障がいのある人の割合
	－
	市民意識調査（岐阜市）における生活に満足している人の割合以上


※この指標は、今後、障がいのある人を対象に実施するアンケート調査により測定します。
※市民すべてを対象に毎年度実施する市民意識調査（岐阜市）における生活に満足している人の割合は、「満足している」「どちらかといえば満足している」と回答した人の合計の割合（平成25年度は65.6％）で、障がいのある人もその割合以上となることをめざします。
Ⅱ　障がいのある人が働きやすいまちづくり
障がいのある人が、自ら選択した生活の場所で自立した生活をおくるためには、就労が重要となります。
そのため、障がいのある人の働く意欲の醸成を図るとともに、一般就労や福祉的就労の就労機会の確保などの就労支援に取り組みます。なお、障がいのある人の一般就労にあたっては、障害者雇用促進法の改正などを踏まえ、障がいや障がいのある人に対する理解を促進するなど、雇用機会の拡大や職場環境の改善に努めます。
	指　　　標
	現状（平成25年度）
	目標（平成29年度）

	障がいのある人を雇用している事業所の割合
	12.1％
	16.5％以上


※この指標は、毎年度実施する労働実態調査（岐阜市）により測定します。直近（平成24年度から平成25年度まで）と同率（年１％程度）以上の向上をめざします。
Ⅲ　障がいのある人が安心して暮らせるまちづくり
障がいのある人が、自ら選択した生活の場所を中心として、安心して生活をおくるためには、活動を制限している障壁の除去を進めていく必要があります。
そのため、公共建築物や公共交通機関等のバリアフリー化など、ユニバーサルデザインの推進に取り組み、利便性の向上に努めます。
また、平成23（2011）年の東日本大震災や近年の集中豪雨による大規模災害の発生などにより、防災に対する意識が高まっていることから、障がいのある人を災害から守る取り組みを一層推進するとともに、犯罪や事故などからも守る取り組みを推進します。

	指　　　標
	現状（平成25年度）
	目標（平成29年度）

	道路の段差や施設の階段などのバリアが
多いと感じている障がいのある人の割合
	19.1％
	16.0％以下


※障がいのある人を対象に実施するアンケート調査において、外出時の困りごととして、道路の段差や施設の階段などのバリアが多いと回答した人の合計の割合です。平成15年度に実施したアンケート調査からの同率（年0.8％程度）以上の改善をめざします。
Ⅳ　障がいのある人が社会参加しやすいまちづくり
障がいのある人が、より充実した生活をおくるためには、さまざまな社会活動に参加し、他とのかかわりを持ちつつ、生きがいを持って健やかに暮らす必要があります。
そのため、障がいのある人のスポーツや文化芸術活動への参加を促進するとともに、生涯を通じて充実した生活をおくるため、障がいのある児童生徒の療育や教育の段階からの支援の充実を図ります。
また、障がいや障がいのある人に対する理解の促進に努め、障がいを理由とする差別の解消の推進や障がいのある人に対する虐待の防止など、権利の侵害の防止に取り組みます。
	指　　　標
	現状（平成25年度）
	目標（平成29年度）

	差別や偏見を感じている障がいのある人の割合
	32.7％
	減少


※障がいのある人を対象に実施するアンケート調査において、差別や偏見などを感じることがあると回答した人の合計の割合です。平成15年度に実施したアンケート調査では設問項目でなかったため、平成25年度のアンケート調査からの減少をめざします。
4 　施策体系
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４つの基本目標のもと、次の８つの施策分野ごとに22の施策とその基本方針（第２章）を定め、障がい者施策の推進を図っていきます。
	基本理念
	基本目標
	施策分野
	施　　　　　策

	誰もが自立してともに暮らすまちをめざして
	Ⅰ 障がいのある人が自ら望む場所で生活するためのまちづくり
	１ 生活支援の充実
	施策１ 相談支援の充実

	
	
	
	施策２ 在宅を中心としたサービスの充実

	
	
	
	施策３ 重度化・高齢化等への対策

	
	
	
	施策４ 住まいの確保と充実

	
	
	２ 保健・医療の提供
	施策５ 保健サービスの充実

	
	
	
	施策６ 医療サービスの充実

	
	
	
	施策７ 難病等や高次脳機能障がいへの対策

	
	Ⅱ 障がいのある人が働きやすいまちづくり
	３ 雇用・就労の促進
	施策８ 一般就労の推進

	
	
	
	施策９ 福祉的就労の充実

	
	
	
	施策10 就労環境の充実

	
	Ⅲ 障がいのある人が安心して暮らせるまちづくり
	４ ユニバーサルデザインの推進
	施策11 施設の利用に関するバリアフリー化の推進

	
	
	
	施策12 移動に関するバリアフリー化の推進

	
	
	
	施策13 情報に関するバリアフリー化の推進

	
	
	５ 安全・安心なまちづくりの推進
	施策14 防災対策の推進

	
	
	
	施策15 防犯対策の推進

	
	
	
	施策16 地域活動などの促進

	
	Ⅳ 障がいのある人が社会参加しやすいまちづくり
	６ スポーツ、文化芸術活動の推進
	施策17 スポーツの推進

	
	
	
	施策18 文化芸術活動の推進

	
	
	７ 教育・療育の充実
	施策19 学校教育の充実

	
	
	
	施策20 療育の充実

	
	
	８ 理解の促進と差別の解消
	施策21 理解啓発・広報活動の推進

	
	
	
	施策22 差別の解消と虐待防止の推進
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　施策の基本方針
Ⅰ　障がいのある人が自ら望む場所で生活するためのまちづくり
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　生活支援の充実
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施策１　相談支援の充実
障がいのある人が、自ら望む場所で自立した生活をおくるためには、生活上の困りごとなどを気軽に相談し、解決するための相談支援体制を整備する必要があります。
岐阜市では、基幹相談支援センター業務を行う組織を平成26（2014）年度に設置するとともに、地域の核となる相談支援事業所の強化を図るなど、相談支援体制の充実に取り組んでいます。また、岐阜市子ども・若者総合支援センター「エールぎふ」を平成26（2014）年度に設置し、発達障がいなど、支援を要する子どもや若者に関する悩みや不安などの相談にワンストップで対応しています。このほかにおいても、障がいのある人の生活にかかわる住まいや就労などの相談に対応しています。
引き続き、障がいのある人の生活や療育、教育などに関する相談の充実を図るとともに、今後の相談件数の増加とそれに伴う相談内容の多様化などに対応するため、相談支援機関との連携などにより、相談支援体制のさらなる充実に取り組む必要があります。
図表２－1 　相談窓口となっている機関（複数回答可）
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●地域の核となる相談支援事業所の機能強化など、相談支援体制の充実を図ります。
●岐阜市障害者総合支援協議会を通じて、相談支援機関の連携を図るとともに、よりよい相談支援のあり方について協議するなど、相談支援体制の強化に努めます。
●生活相談の窓口の充実を図るとともに、地域に障害者相談員を配置し、障がいのある人からの相談に対応します。
●岐阜市子ども・若者総合支援センター「エールぎふ」の機能のさらなる充実を図り、発達障がいや発達に遅れのある子ども・若者に関する相談に対応します。
《具体的な取り組み》
	番号
	名　　称
	概　　　　要
	所　管

	1
	障害者相談支援機能強化事業
	障がいのある人やその家族、支援者、関係機関からの相談に応じ、必要な支援を行う核となる事業所の機能強化を図ります。
	福祉部
障がい福祉課

	2
	相談支援サービスの提供
	障害福祉サービスを利用するすべての人を対象に、サービス等利用計画を作成し、定期的にサービスなどの利用状況を検証し、計画の見直しを行います。
	福祉部
障がい福祉課

	3
	障害児相談支援サ
ービスの提供
	児童発達支援や放課後等デイサービスを利用するすべての児童を対象に、障害児支援利用計画を作成し、定期的にサービスなどの利用状況を検証し、計画の見直しを行います。
	福祉部
障がい福祉課

	4
	岐阜市障害者総合支援協議会
	障がいのある人やその家族、支援者、関係機関の連携により、障がいのある人に対する支援体制等について協議します。
	福祉部
障がい福祉課

	5
	相談支援専門員の資質向上
	相談支援専門員を対象とした学習会や連絡会を開催し、専門知識の向上や情報の共有と連携を図ります。
	福祉部
障がい福祉課

	6
	市民生活相談
	障がいのある人をはじめ、市民の日常生活における悩みごとや心配ごとなどの相談に応じ、適切な助言などを行います。
	市民参画部
市民相談室

	7
	障害者相談員事業
	身体や知的に障がいのある人が、地域において自立した生活をおくるため、相談に応じるとともに、必要な情報の提供などのボランティア活動を行う障害者相談員を配置します。
	福祉部
障がい福祉課

	8
	精神障がいに関する相談
	精神障がいに関する相談に応じ、適切な医療やサービスなどにつなげます。
	健康部
地域保健課

	9
	難病医療相談事業
	難病患者とその家族、地域住民などを対象に、難病に関する相談や講演会を実施します。
	健康部
地域保健課

	10
	発達に関する相談
	子どもや若者に関する悩みや不安などの相談に応じ、一人ひとりの発達段階などに適した支援につなげます。
	子ども未来部
子ども・若者総合支援センター
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施策２　在宅を中心としたサービスの充実
障がいのある人が、自ら望む場所で自立した生活をおくるためには、自宅において入浴や排せつ、食事の介護などを行う在宅サービスのほか、施設において日常生活能力の向上などを支援する日中活動系サービスや外出支援サービスなど、それぞれに適したサービスの提供を受ける必要があります。
岐阜市では、障害者総合支援法に基づき、サービス等利用計画などの作成を支援するとともに、居宅介護や訪問入浴サービスなどの在宅サービス、生活介護や自立訓練などの日中活動系サービス、同行援護や移動支援などの外出支援サービスなどの適切な提供に努めています。
今後も、障がいのある人の自立した生活を支えるために必要なサービスの提供に努めるとともに、適切なサービスを提供するための人材の育成と確保を促進するなど、質と量の両面からサービスの充実を図る必要があります。
また、日常生活を支える補装具や日常生活用具のほか、訪問給食サービスなどの日常生活の支援や諸手当などの経済的な支援に関する施策を推進するとともに、公共交通機関やタクシー、自家用車などによる外出支援に関する施策の推進を図る必要があります。
図表２－2 　障害福祉サービスとして必要なこと（複数回答可）
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●障がいのある人の日常生活を支えるため、在宅サービスの充実を図るとともに、日常生活の支援や経済的な支援に関する施策を推進します。
●日中活動の選択肢の確保に努めるなど、日中活動系サービスの充実を図ります。
●外出支援サービスの充実を図るとともに、外出支援に関する施策を推進します。
●これらのサービスを適切に提供するため、サービスを提供する事業所における人材の育成と確保を促進します。
《具体的な取り組み》
	番号
	名　　称
	概　　　　　要
	所　管

	11
	在宅サービスの提供
	サービス等利用計画に基づく居宅介護などのサービスのほか、訪問入浴サービスを提供します。
	福祉部
障がい福祉課

	12
	障害児通所支援サービスの提供
	障害児支援利用計画に基づく児童発達支援や放課後等デイサービスなどのサービスを提供します。
	福祉部
障がい福祉課

	13
	補装具費支給事業
	障がいのある身体の機能を補うために用いられる補装具の購入や修理に係る費用の一部を助成します。
	福祉部
障がい福祉課

	14
	日常生活用具給付等事業
	日常生活をより円滑におくるための用具や住宅改修に係る費用の一部を助成します。なお、必要な種目について、適宜、検討します。
	福祉部
障がい福祉課

	15
	訪問給食サービス事業
	　栄養バランスのとれた食事を配達し、あわせて安否確認を行うことにより、食生活の改善や健康の増進を図るとともに、社会的孤立を防止します。
	福祉部
障がい福祉課

	16
	諸手当の支給等
	障害児福祉手当や特別障害者手当、外国人等心身障害者福祉金などを支給するとともに、制度の周知を図ります。
	福祉部
障がい福祉課

	17
	日中活動系サービスの提供
	サービス等利用計画に基づく生活介護や自立訓練、短期入所などのサービスのほか、地域活動支援センター事業や日中一時支援サービスを提供します。
	福祉部
障がい福祉課

	18
	外出支援サービスの提供
	サービス等利用計画に基づく同行援護などのサービスのほか、移動支援サービスを提供します。
	福祉部
障がい福祉課

	19
	福祉有償運送事業の適切な運用の確保
	ひとりで公共交通機関を利用して移動することが困難な障がいのある人が、通院、通所などの際に利用する、ＮＰＯ法人などが行う有償移送サービスの適切な運用の確保を図ります。
	福祉部
福祉政策課

	20
	自動車改造費助成事業
	身体に障がいのある人が、通勤などのために所有し、運転する自動車の改造に必要な費用の一部を助成します。
	福祉部
障がい福祉課

	21
	補助犬飼育費助成事業
	盲導犬や介助犬、聴導犬を必要とする障がいのある人に対し、飼育に必要な費用の一部を助成します。
	福祉部
障がい福祉課


施策３　重度化・高齢化等への対策
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重度や重複した障がいのある人が、自ら望む場所で自立した生活をおくるためには、自宅や施設において入浴や排せつ、食事の介護などを行う在宅サービスのほか、日中活動系サービスや外出支援サービスなど、それぞれに適したサービスの提供を受ける必要があります。
岐阜市では、障害者総合支援法に基づき、サービス等利用計画などの作成を支援し、医療的ケアを伴う居宅介護や重度訪問介護、訪問入浴サービスなどの在宅サービス、同行援護や行動援護などの外出支援サービス、短期入所や療養介護などサービスの適切な提供に努めるとともに、介護保険サービスへの移行の調整に取り組んでいます。
障がいの重度化や重複化、それに伴う家族などの介助負担の増加への対応のほか、障がいのある人とその家族の高齢化に伴う親なき後などを見据えた対応が求められています。そのため、短期入所や日中一時支援などにより、家族の介助負担を緩和、軽減するためのサービスの充実に努めるとともに、適切なサービスを提供するための人材の育成や確保を促進するなど、質と量の両面からサービスの充実を図る必要があります。
また、日常生活を支える補装具や日常生活用具のほか、訪問給食サービスなどの日常生活の支援や諸手当などの経済的な支援に関する施策を推進するとともに、公共交通機関やタクシー、自家用車などによる外出支援に関する施策の推進を図る必要があります。
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　重度や重複した障がいのある人が暮らしやすくするために必要なこと（複数回答可）
※ここでの対象者は身体障害者手帳１級・２級所持者かつ療育手帳Ａ・Ａ１・Ａ２所持者
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●重度や重複した障がいのある人の日常生活を支えるため、在宅サービスの充実を図るとともに、日常生活の支援や経済的な支援に関する施策を推進します。
●短期入所や日中一時支援の充実を図ることなどにより、重度や重複した障がいのある人を介助する家族の負担緩和・軽減のための支援（レスパイトケア）に取り組みます。
●外出支援サービスの充実を図るとともに、外出支援に関する施策を推進します。
●これらのサービスを適切に提供するため、サービスを提供する事業所における人材の育成と確保を促進するとともに、介護保険サービスへの移行の調整に努めます。
●関係機関と連携し、成年後見制度の利用を促進するなど、親なき後を見据えた取り組みを推進します。

《具体的な取り組み》
	番号
	名　　　称
	概　　　　要
	所　管

	22
	在宅サービスの提供
（11の再掲）
	サービス等利用計画に基づく居宅介護や重度訪問介護サービスのほか、訪問入浴などのサービスを提供します。
	福祉部
障がい福祉課

	23
	障害児通所支援サービスの提供（12の再掲）
	障害児支援利用計画に基づく医療型児童発達支援や放課後等デイサービスなどのサービスを提供します。
	福祉部
障がい福祉課

	24
	補装具費支給事業
（13の再掲）
	障がいのある身体の機能を補うために用いられる補装具の購入や修理に係る費用の一部を支給します。
	福祉部
障がい福祉課

	25
	日常生活用具給付等事業（14の再掲）
	日常生活をより円滑におくるための用具や工事を伴う住宅改修に係る費用の一部を支給します。なお、必要な種目について、適宜、検討します。
	福祉部
障がい福祉課

	26
	重度身体障害者住宅改善促進助成事業（43の再掲）
	身体に重度の障がいのある人が日常生活をより円滑におくるとともに、介助する家族の負担を軽減するため、住宅改善に係る費用の一部を助成します。
	福祉部
障がい福祉課

	27
	訪問給食サービス事業（15の再掲）
	　栄養バランスのとれた食事を配達し、あわせて安否確認を行うことにより、食生活の改善や健康の増進を図るとともに、社会的孤立を防止します。
	福祉部
障がい福祉課

	28
	諸手当の支給等
（16の再掲）
	障害児福祉手当や特別障害者手当、外国人等心身障害者福祉金などを支給するとともに、制度の周知を図ります。
	福祉部
障がい福祉課


	番号
	名　　　称
	概　　　　要
	所　管

	29
	日中活動系サービスの提供（17の再掲）
	サービス等利用計画に基づく生活介護や療養介護、短期入所などのサービスのほか、日中一時支援サービスを提供します。
	福祉部
障がい福祉課

	30
	外出支援サービスの提供（18の再掲）
	サービス等利用計画に基づく同行援護や行動援護のほか、移動支援などのサービスを提供します。
	福祉部
障がい福祉課

	31
	福祉有償運送事業の適切な運用の確保
（19の再掲）
	ひとりで公共交通機関を利用して移動することが困難な障がいのある人が、通院、通所などの際に利用する、ＮＰＯ法人などが行う有償の移送サービスの適切な運用の確保を図ります。
	福祉部
福祉政策課

	32
	タクシー料金助成事業
	重度の障がいのある人の社会参加を促進するため、タクシーの利用料金の一部を助成します。
	福祉部
障がい福祉課

	33
	重度身体障害者介助用自動車購入等助成事業
	身体に重度の障がいのある人を介助する人が運転するリフト付き自動車の購入や改造に必要な費用の一部を助成します。
	福祉部
障がい福祉課

	34
	補助犬飼育費助成事業（21の再掲）
	盲導犬や介助犬、聴導犬を必要とする障がいのある人に対し、飼育に必要な費用の一部を助成します。
	福祉部
障がい福祉課

	35
	重度化・高齢化などを見据えた支援体制の構築に向けた検討
	障がいのある人の重度化とその家族を含めた高齢化に伴う親なき後などを見据えた支援体制（地域生活支援拠点など）の構築に向けて検討します。
	福祉部
障がい福祉課

	36
	レスパイトケアのあり方の検討
	先進事例などを調査し、重度や重複した障がいのある人を介助する家族の負担緩和・軽減策について検討します。
	福祉部
障がい福祉課

	37
	成年後見制度利用支援事業
	成年後見制度の積極的な活用を促すため、申請手続きに要する費用など、制度を利用する際に必要な経費の一部を助成します。
	福祉部
障がい福祉課

	38
	成年後見制度における法人後見支援のあり方の検討【新規】
	成年後見を適正に行うことができる法人を確保する体制の整備や支援のあり方を検討します。
	福祉部
障がい福祉課


施策４　住まいの確保と充実
障がいのある人が、自ら望む場所で自立した生活をおくるためには、生活の基盤である住まいを確保する必要があります。
岐阜市では、市営住宅における車いす対応住宅の整備や障がいのある人の優先入居とともに、グループホームなどの整備や障害者総合支援法に基づく地域移行支援などに取り組むほか、在宅での生活を希望する人のために住宅のバリアフリー化などを支援しています。
今後は、障がいのある人の高齢化、重度化に加え、家族の高齢化や親なき後のひとり暮らしの増加などを見据え、グループホームなど、生活の場の充実を図るとともに、引き続き、住宅のバリアフリー化などを支援する必要があります。
なお、民間賃貸住宅については、貸主や周辺住民の障がいに対する理解や障がいのある人に対する配慮を促すなど、障がいのある人が賃貸しやすい環境づくりに努める必要があります。
図表２－4 　住まいの状況


●障がいのある人が、自ら望む場所で日常生活をおくることができるよう、グループホームの整備や民間賃貸住宅の利用促進などにより、住まいの確保を図るとともに、住まいのバリアフリー化などの支援に取り組みます。
《具体的な取り組み》
	番号
	名　　　称
	概　　　　要
	所　管

	39
	居住系サービスの提供
	　サービス等利用計画に基づくグループホームなどの入居支援にかかるサービスを提供します。
	福祉部
障がい福祉課

	40
	グループホームの整備の促進
	　グループホームの建設に係る費用の一部を助成し、計画的な整備を図ります。
	福祉部
障がい福祉課

	41
	市有障害者支援施設の民営化の推進
	　民間の専門性を生かした創意工夫により、利用者の特性に合った支援等を促進するため、市有障害者支援施設の民営化を推進します。
	福祉部
障がい福祉課

	42
	地域移行支援サービスの提供
	サービス等利用計画に基づく地域移行支援などのサービスを提供します。
	福祉部
障がい福祉課

	43
	重度身体障害者住宅改善促進助成事業
	身体に重度の障がいのある人が日常生活をより円滑におくるとともに、介助する家族の負担を軽減するため、住宅改善に係る費用の一部を助成します。
	福祉部
障がい福祉課

	44
	日常生活用具給付等事業
（14の再掲）
	日常生活をより円滑におくるための用具や工事を伴う住宅改修に係る費用の一部を支給します。
	福祉部
障がい福祉課

	45
	障がいや障がいのある人に対する理解啓発の推進
（183の再掲）
	障がいの種類や特性、障がいのある人に対する関わり方などについて、広報ぎふや岐阜市ホームページ、啓発チラシなどを通じて、広く周知します。
	福祉部
障がい福祉課


6 　保健・医療の提供

施策５　保健サービスの充実
障がいの有無にかかわらず、自立した生活をおくるためには、健康の維持または増進を図る必要があります。特に、障がいの発生時期や原因はさまざまであることから、それぞれのライフステージに合わせて、障がいの原因となる疾病などの発生予防や早期発見に取り組み、早期治療につなげる必要があります。発達障がいや発達に遅れのある子どもについては、できる限り早い時期から適切な支援を受けられるよう、早期発見に努める必要があります。
岐阜市では、生後４か月までの乳児のいる家庭への訪問による子育て支援に取り組むとともに、４か月児、10か月児、１歳６か月児、３歳児、５歳児の乳幼児健康診査や就学時における健康診断を実施し、専門的な支援が必要な子どもについては、関係機関と連携し、相談や支援の継続を図っています。
健康づくりについては、「歩き」を中心とした「スマートウエルネスぎふ」の推進などにより、生活習慣病や介護の予防を促進しているほか、農業体験を通じた健康づくりや食育に関する啓発、相談などに取り組んでいます。
引き続き、障がいのある人の自立した生活を支えるために必要な保健サービスの提供に努め、障がいの原因となる疾病などの発生予防や早期発見に取り組むとともに、健康づくりを推進する必要があります。また、ストレスなどによって、うつ病などの心の病を抱える人が増加していることから、学校や企業などと連携し、心の健康づくりに関する取り組みを推進する必要があります。
図表２－5 　健康維持のために心がけていること（複数回答可）


●乳幼児健康診査などにより、発達障がいや発達に遅れのある子どもの早期発見に努め、適切な支援につなげます。
●健康づくりの推進などにより、生活習慣病や介護の予防を促進します。
●関係機関と連携して、心の健康づくりに取り組みます。
《具体的な取り組み》
	番号
	名　　　称
	概　　　　要
	所　管

	46
	すくすく赤ちゃん子育て支援事業
	生後４か月までの乳児のいる家庭を訪問し、子育てや障がいに関する情報提供や助言などを行います。
	健康部
健康増進課

	47
	乳幼児健康診査
	　４か月児、10か月児、１歳６か月児、３歳児、５歳児の健康診査を実施し、疾病や発達障がいなどの早期発見や適切な指導を行います。
	健康部
健康増進課

	48
	サポートブックの活用促進
（177の再掲）
	発達障がいや発達に遅れのある子どもの成長の過程や支援の内容に関する情報を記録し、適切な支援につなげるためのサポートブックの活用を促進します。
	福祉部
障がい福祉課

	49
	みんなで健幸・みんなで歩こう推進事業
	生活習慣病などを予防するため、障がいのある人をはじめ、誰もが気軽に取り組める運動の１つであるウォーキングを通じた健康づくりの普及啓発を行います。
	健康部
健康増進課

	50
	健康ふれあい農園
	障がいのある人の区画を設け、農作業体験を通じて健康の増進や家族とのふれあい、農業についての理解を深めます。
	農林部
農林園芸課

	51
	介護予防・生活支援サービス事業
	要介護状態の予防や要支援状態の軽減、悪化を防止し、できる限り地域において自立した日常生活を営むことができるよう、必要なサービスを提供します。
	福祉部
介護保険課
高齢福祉課

	52
	一般介護予防事業
	寝たきりなどを予防するため、運動を通じた健康づくりや食生活に関する支援などを行います。
	健康部
健康増進課

	53
	心の健康に関する事業
	うつ病の予防対策として、講演会を開催するとともに、ハンドブックやチラシを配布します。
	健康部
地域保健課


施策６　医療サービスの充実
障がいのある人が、自立した生活をおくるためには、健康の維持または増進を図るための適切な医療サービスが必要となります。また、障がいの早期発見に取り組み、障がいに応じた適切な医療やリハビリテーションにつなげることにより、障がいの軽減や重度化、重複化などの予防に取り組む必要があります。
岐阜市では、重度心身障害者等医療費を助成するとともに、自立支援医療を推進することにより、医療費の負担軽減を図り、適切な医療サービスを利用できるような環境づくりに努めています。このほか、障害者総合支援法に基づき、医療的ケアを伴う居宅介護や療養介護、医療型児童発達支援などの適切なサービスの提供に努めています。
引き続き、障がいのある人の自立した生活を支えるために医療費の負担軽減を図るとともに、地域の医療機関と連携し、適切な医療サービスを受けられるような環境づくりに努める必要があります。
図表２－6 　通院における困りごと（図表１－19の再掲）（複数回答可）


●障がいのある人が適切な医療サービスを利用できるよう、医療費の負担軽減や適切なサービスの提供に努めます。
《具体的な取り組み》
	番号
	名　　　称
	概　　　　要
	所　管

	54
	重度心身障害者等医療費助成事業
	重度の障がいのある人の医療費の一部を助成することにより、経済的な負担軽減を図ります。
	福祉部
福祉医療課

	55
	指定難病患者に対する医療費助成事業
	指定難病の治療に係る医療費助成の申請に関する受付や相談に応じます。
	健康部
地域保健課

	56
	小児慢性特定疾病医療費助成事業
	治療期間が長く、医療費負担が高額となる児童の慢性疾病のうち、特定の疾病の治療に係る医療費の一部を助成します。
	子ども未来部
子ども支援課

	57
	自立支援医療の推進
	更生医療、育成医療に係る費用の自己負担額の上限額を設定することにより、経済的な負担軽減を図ります。
	子ども未来部
子ども支援課
福祉部
障がい福祉課

	58
	在宅サービスの提供
（11の再掲）
	サービス等利用計画に基づく居宅介護などのサービスを提供します。
	福祉部
障がい福祉課

	59
	障害児通所支援サービスの提供（12の再掲）
	障害児支援利用計画に基づく医療型児童発達支援などのサービスを提供します。
	福祉部
障がい福祉課

	60
	日中活動系サービスの提供（17の再掲）
	サービス等利用計画に基づく療養介護などのサービスを提供します。
	福祉部
障がい福祉課


施策７　難病等や高次脳機能障がいへの対策
難病は、原因が不明で治療方法が確立していない疾病で、難病法における指定難病の患者に対しては医療費の助成が行われるとともに、日常生活や社会生活が困難な患者は障害福祉サービスの対象となっています。また、指定難病の疾患と一部重複する児童福祉法における小児慢性特定疾病は、治療期間が長く続くことから、その患者に対して医療費の助成を行っています。
高次脳機能障がいは、交通事故や脳梗塞などにより脳に障がいを受け、その後遺症により記憶障がいや注意障がい、行動障がいを伴うもので、障がいの程度によっては、日常生活や社会生活が困難な場合があるため、高次脳機能障がいのある人は障害福祉サービスの対象となっていますが、後遺症によるものであることから、障がいの早期発見が困難な状況にあります。
したがって、難病患者や高次脳機能障がいの人などの中には、適切に障害福祉サービスを受けられない人もおり、そうした人の障がいの早期発見や重度化などの予防に取り組む必要があります。
岐阜市では、関係機関と連携を図りつつ、難病患者や高次脳機能障がいの人などからの相談に応じているほか、難病についての理解を促進するための講演会を開催するとともに、小児慢性特定疾病の患者の日常生活の支援に取り組んでいます。
引き続き、関係機関との連携を図りつつ、難病患者や高次脳機能障がいの人などの日常生活や社会生活の支援に取り組む必要があります。
図表２－7 　難病患者が暮らしやすくするために必要なこと（複数回答可）

●難病患者や高次脳機能障がいのある人などが適切に障害福祉・保健・医療サービスを利用できるよう、関係機関との連携に努めます。
《具体的な取り組み》
	番号
	名　　　称
	概　　　　要
	所　管

	61
	難病医療相談事業
（９の再掲）
	難病患者とその家族、地域住民などを対象に、難病に関する相談や講演会を実施します。
	健康部
地域保健課

	62
	指定難病患者に対する医療費助成事業（55の再掲）
	指定難病の治療に係る医療費助成の申請に関する受付や相談に応じます。
	健康部
地域保健課

	63
	小児慢性特定疾病医療費助成事業（56の再掲）
	治療期間が長く、医療費負担が高額となる児童の慢性疾病のうち、特定の疾病の治療に係る医療費の一部を助成します。
	子ども未来部
子ども支援課

	64
	小児慢性特定疾病児童日常生活用具給付事業
	小児慢性特定疾病医療費の助成を受けている児童を対象に、日常生活をより円滑におくるための用具に係る費用の一部を助成します。
	子ども未来部
子ども支援課

	65
	精神障がいに関する相談
（８の再掲）
	高次脳機能障がいをはじめ、精神障がいに関する相談に応じ、適切な医療やサービスなどにつなげます。
	健康部
地域保健課


Ⅱ　障がいのある人が働きやすいまちづくり
7 　雇用・就労の促進
施策８　一般就労の推進
障がいのある人が、自ら望む場所で自立した生活をおくるためには、生活の糧を得られるよう、働く意欲を持つとともに、一般就労を望む人が、民間企業などで働くことのできる環境づくりに取り組む必要があります。
岐阜市では、障害者総合支援法に基づき、就労移行支援サービスなどの適切な提供に努めるとともに、障がいのある人の働く意欲の醸成を図っています。
一般就労に移行し、さらに、継続するためには、特に、民間企業などの理解、協力が不可欠です。平成26年６月１日現在の岐阜市を含む岐阜地域の民間企業における障がいのある人の雇用率は1.69％（法定雇用率2.0％）となっています。
岐阜市では、障がいのある人を雇用する民間企業を奨励し、雇用の促進を図るとともに、障がいのある人の職員採用や職場実習の受け入れに努めています。
引き続き、障がいのある人の働く意欲の醸成を図るとともに、障害者雇用促進法の改正などを踏まえ、民間企業などにおける障がいや障がいのある人に対する理解の促進を図るなど、就労と雇用の両面から、障がいのある人の一般就労を促進する必要があります。
図表２－8 　就労意向のある人が希望する就労形態


●障がいのある人の働く意欲の醸成や就労移行支援の充実を図り、就労機会の拡大に努めます。
●民間企業などにおける障がいや障がいのある人に対する理解と雇用の促進を図り、雇用機会の拡大に努めます。
《具体的な取り組み》
	番号
	名　　　称
	概　　　　要
	所　管

	66
	就労移行支援サービスの提供
	サービス等利用計画に基づく就労移行支援サービスを提供します。
	福祉部
障がい福祉課

	67
	職業相談
	障がいのある人などを対象に、職業相談員がハローワークの求人票をもとに職業相談に応じます。
	商工観光部
産業雇用課

	68
	人材確保サポート事業
	就労が困難な障がいのある人などを試行雇用（１～３か月）した後、常用雇用に移行し、３か月間雇用した事業主に対し、奨励金を交付します。
	商工観光部
産業雇用課

	69
	働く知的障害者生活支援促進事業
	知的障がいのある人を雇用するとともに、生活指導や生活介助を行う事業主に対し、奨励金を交付します。
	福祉部
障がい福祉課

	70
	入札における障がい者雇用企業・事業所の優遇措置
	障がいのある人を雇用する民間企業が建設工事に入札参加する際に、その雇用状況により評価点数を加算します。
	行政部
契約課

	71
	障がいのある人を対象とした職員採用試験の実施
	障がいのある人を対象に、正規職員をはじめ、嘱託職員などの非正規職員の採用試験を実施します。
	行政部
人事課

	72
	特別支援学校などからの職場実習の受け入れ
	特別支援学校などの生徒を対象に、職場実習を受け入れます。
	福祉部
障がい福祉課

	73
	民間企業向けの障がいのある人に対する理解啓発ツールの作成【新規】
	障がいの種類や特性、障がいのある人に対する関わり方などについて示したリーフレット等を作成し、民間企業等への周知を図ります。
	福祉部
障がい福祉課

	74
	労働実態調査
	岐阜市内の民間企業における障がいのある人の雇用状況など、労働の実態を把握するための調査を実施します。
	商工観光部
産業雇用課


施策９　福祉的就労の充実
一般就労の困難な障がいのある人が、自ら望む場所で自立した生活をおくるためには、生活の糧を得るとともに、生きがいを持って働けるよう、福祉的就労の場を提供する必要があります。
岐阜市では、障害者総合支援法に基づき、就労継続支援サービス（Ａ型・Ｂ型）などの適切な提供に努めるとともに、就労継続支援事業所（Ａ型・Ｂ型）の整備の促進を図っています。
引き続き、一般就労の困難な障がいのある人が生きがいを持って働けるよう、就労継続支援サービス（Ａ型・Ｂ型）などを適切に提供するための人材の育成と確保を促進するとともに、就労継続支援事業所（Ａ型・Ｂ型）の整備の促進を図るなど、質と量の両面からサービスの充実を図る必要があります。
図表２－9 　就労状況（図表１－20の再掲）

※回答者数は18歳以下を含む。

●一般就労の困難な障がいのある人に福祉的就労の場を提供するため、就労継続支援サービスなどの充実を図るとともに、就労継続支援事業所（Ａ型・Ｂ型）の整備の促進を図ります。
《具体的な取り組み》
	番号
	名　　称
	概　　　要
	所　管

	75
	就労継続支援サービス（Ａ型・Ｂ型）の提供
	　就労継続支援事業所（Ａ型・Ｂ型）の計画的な整備を推進し、適切な就労継続支援サービス（Ａ型・Ｂ型）を提供します。
	福祉部
障がい福祉課

	76
	地域活動支援センター事業
	生産活動の機会の提供や交流促進などの支援を行います。
	福祉部
障がい福祉課

	77
	障害者小規模通所援護事業
	生活指導、社会参加訓練などを行う小規模の通所施設に対し、運営費の一部を助成します。
	福祉部
障がい福祉課

	78
	特別支援学校等における事業所説明会
	特別支援学校高等部の生徒などを対象に、就労意欲の向上などを図るため、特別支援学校や就労支援事業所等と連携し、説明会を開催します。
	福祉部
障がい福祉課


施策10　就労環境の充実
障がいのある人が、自ら望む場所で自立した生活をおくるためには、就労を継続する必要があります。障がいのある人が就労を継続するためには、就労移行支援事業所や就労継続支援事業所（Ａ型・Ｂ型）などの障害福祉サービス事業所など（以下「障害者就労施設等」といいます。）で作成された製品の販路を確保、拡大し、工賃などの向上に努める必要があります。
岐阜市では、福祉の店の運営に取り組み、障害者就労施設等で作成された製品の販路の確保、拡大を支援するとともに、障害者優先調達推進法に基づき、障害者就労施設等の製品などの優先調達に努めています。
引き続き、福祉の店の運営に取り組み、障害者就労施設等で作成された製品の販路の確保、拡大を支援するとともに、障害者優先調達推進法に基づき、障害者就労施設等の製品などの優先調達の一層の推進に努める必要があります。さらに、障害者就労施設等の経営力の向上について検討するなど、工賃の向上などを図るため、関係機関と連携し、障がいのある人の就労を総合的に支援する必要があります。
図表２－1 　仕事での困りごと（複数回答可）


●障がいのある人の就労の継続や工賃の向上を図るため、障害者就労施設等で作成された製品の販路の確保、拡大を支援します。
●障害者優先調達推進法に基づき、障害者就労施設等の製品などの優先調達の一層の推進に努めます。
●岐阜市障害者総合支援協議会を通じて、就労支援にかかわる関係機関との連携強化を図り、就労環境の充実に取り組みます。
《具体的な取り組み》
	番号
	名　　　称
	概　　　　要
	所　管

	79
	福祉の店運営事業
	マーサ21に「福祉の店友＆愛」、柳ケ瀬に「福祉ショップＷＡ！」を開設し、障害者就労施設等の製品などを販売するとともに、障がいのある人の働く場を提供します。
	福祉部
障がい福祉課

	80
	障害者就労施設等からの物品などの優先調達の推進
	障害者優先調達推進法に基づき、毎年度、障害者就労施設等からの物品などの優先調達にかかる方針を定め、特定随意契約など、全庁体制で推進します。
	福祉部
障がい福祉課

	81
	障がい者就労支援事業
	　岐阜市内の公園や施設、長良川右岸の清掃業務などを提供し、障害者就労施設等の受注機会の拡大を図ります。
	福祉部
障がい福祉課

	82
	岐阜市障害者総合支援協議会（４の再掲）
	障がいのある人やその家族、支援者、関係機関の連携により、障がいのある人の就労に関する支援体制等について協議します。
	福祉部
障がい福祉課


Ⅲ　障がいのある人が安心して暮らせるまちづくり
8 　ユニバーサルデザインの推進
施策11　施設の利用に関するバリアフリー化の推進
障がいのある人が、身近な地域で安心して暮らすことのできる環境を整備するためには、公共施設や障害者支援施設をはじめとする民間施設において、障がいのある人の利用を制限するような障壁の除去、すなわち、バリアフリー化を推進する必要があります。
岐阜市では、平成18（2006）年に施行されたバリアフリー法や平成10（1998）年に施行された岐阜県福祉のまちづくり条例、平成22（2010）年に策定した岐阜市ユニバーサルデザイン推進指針などに基づき、市営住宅などの市有建築物や公園などの公共施設において、段差の解消、手すり、音声案内、車いすやオストメイトに対応した多目的トイレの設置など、ユニバーサルデザインの考え方に基づいたバリアフリー化に取り組んでいます。
しかし、市有建築物の中には、市庁舎など、昭和40年代から昭和50年代にかけて建築され、老朽化が進み、建て替えや大規模な改修が必要となっているものもあります。
今後は、市有建築物の建て替えや大規模な改修を中心に、バリアフリー化の推進を図るとともに、そのほかについては、点字表示の設置や案内表示の拡大などの配慮に努めるほか、引き続き、公園のバリアフリー化に取り組む必要があります。また、選挙における投票環境の向上を図るため、投票所のバリアフリー化に努める必要があります。
障害者支援施設をはじめとする民間施設に対しても、引き続き、ユニバーサルデザインの考え方の普及・啓発に取り組むとともに、平成28（2016）年の障害者差別解消法の施行などを踏まえ、障がいや障がいのある人に対する理解の促進を図る必要があります。
図表２－2 　岐阜市が障がいのある人などにとっての暮らしやすいまちだと思っている人の割合

●障がいのある人をはじめ、誰もが快適に施設を利用できるよう、ユニバーサルデザインの考え方に基づいた市有建築物や公園などの公共施設のバリアフリー化を推進します。
●ユニバーサルデザインの考え方の普及・啓発に取り組むとともに、障がいや障がいのある人に対する理解を促すことにより、障害者支援施設をはじめとする民間施設におけるバリアフリー化を促進します。
《具体的な取り組み》
	番号
	名　　称
	概　　　　要
	所　管

	83
	ユニバーサルデザイン推進事業
	ユニバーサルデザインに配慮した施設やアイデアなどを表彰するとともに、出前講座を実施するなど、ユニバーサルデザインの考え方を普及・啓発します。
	企画部
政策調整課

	84
	新庁舎建設の推進
	岐阜市新庁舎建設基本計画（平成26（2014）年12月）に基づき、ユニバーサルデザインの考え方を取り入れた整備を推進します。
	行政部
新庁舎建設課

	85
	「つかさのまち夢プロジェクト」（岐阜大学医学部等跡地整備事業）
（160の再掲）
	複合施設「みんなの森　ぎふメディアコスモス」やその周辺の整備にあたり、ユニバーサルデザインの考え方に基づいたバリアフリーに取り組みます。
	市民参画部
ぎふメディアコスモス開設準備課
ほか

	86
	市有建築物におけるバリアフリーの点検・整備
	公共施設の建て替えや改修にあたっては、バリアフリーチェックシートにより点検し、整備します。このほか、順次、バリアフリーの点検を行い、必要に応じて、点字表示の設置や案内表示の拡大などの配慮に努めます。
	福祉部
障がい福祉課
まちづくり推進部
公共建築課ほか

	87
	さわやか公園づくりの推進
	老朽化が著しい公園のトイレのバリアフリー化に取り組みます。
	都市建設部
公園整備課

	88
	投票所におけるバリアフリー化の推進
	障がいのある人に配慮した投票所のバリアフリー化に取り組みます。
	選挙管理委員会
事務局

	89
	障がいや障がいのある人に対する理解啓発の推進（183の再掲）
	障がいの種類や特性、障がいのある人に対する関わり方などについて、広報ぎふや岐阜市ホームページ、啓発チラシなどを通じて、広く周知します。
	福祉部
障がい福祉課


施策12　移動に関するバリアフリー化の推進
障がいのある人が、身近な地域で安心して暮らすことのできる環境を整備するためには、道路や公共交通施設などにおいて、障がいのある人の移動を制限するような障壁の除去、すなわち、バリアフリー化を推進する必要があります。
岐阜市では、平成18（2006）年に施行されたバリアフリー法や平成10（1998）年に施行された岐阜県福祉のまちづくり条例、平成22（2010）年に策定した岐阜市ユニバーサルデザイン推進指針などに基づき、歩道のカラー舗装化や段差の解消、視覚障がい者誘導用ブロックの敷設などのほか、音響信号などの設置を警察に働きかけるなど、障がいのある歩行者や車いすの利用者に配慮した道路空間のバリアフリー化に取り組んでいます。また、コミュニティバスの導入や連節バスの導入支援、ＪＲ岐阜駅における交通結節点としての整備など、公共交通の環境づくりにあたってもバリアフリー化に取り組んでいます。
引き続き、バリアフリー化が必要とされる道路施設や公共交通施設などについて段階的かつ計画的な整備を推進します。また、公共交通事業者に対し、ユニバーサルデザインの考え方の普及・啓発に取り組むとともに、平成28（2016）年の障害者差別解消法の施行などを踏まえ、障がいや障がいのある人に対する理解の促進を図る必要があります。
図表２－3 　外出時の困りごと（図表１－34の再掲）（複数回答可）


●障がいのある人をはじめ、誰もが円滑に移動できるよう、ユニバーサルデザインの考え方に基づいた道路や公共交通施設などのバリアフリー化を推進します。
●ユニバーサルデザインの考え方の普及・啓発に取り組むとともに、障がいや障がいのある人に対する理解を促し、公共交通機関のバリアフリー化を促進します。
《具体的な取り組み》
	番号
	名　　　称
	概　　　　要
	所　管

	90
	ユニバーサルデザイン推進事業
（83の再掲）
	ユニバーサルデザインに配慮した施設やアイデアなどを表彰するとともに、出前講座を実施するなど、ユニバーサルデザインの考え方を普及・啓発します。
	企画部
政策調整課

	91
	ヒヤリハッと・バリアフリー対策事業
	地域住民や障がいのある人などと歩いて道路等を点検し、危険な箇所や通行に支障となる段差を解消するなどの整備を行います。
	市民生活部
防犯・交通安全課
基盤整備部
道路維持課

	92
	交通バリアフリーにかかる交通安全施設整備事業
	障がいのある人をはじめ、すべての人にとって、安全で快適な歩行空間を確保するため、段差の解消などの整備を行います。
	基盤整備部
道路維持課

	93
	ゆとり・やすらぎ道空間事業
	歩行空間などを確保し、交通安全を図るため、路肩のカラー舗装化などの整備を行います。
	基盤整備部
道路建設課

	94
	道路（市道）におけるバリアフリーの点検・整備
	適宜、バリアフリーの点検を行い、必要に応じて、段差の解消や視覚障がい者誘導用ブロックの敷設などを行います。
	福祉部
障がい福祉課
基盤整備部
道路維持課ほか

	95
	横断歩道などにおけるバリアフリー化の推進
	警察と連携し、音響信号やエスコートゾーン（視覚に障がいのある人のための道路横断帯）の整備を促進します。
	福祉部
障がい福祉課

	96
	無電柱化の推進
	安全で快適な通行空間の確保や良好な景観・住環境の形成などを図るため、無電柱化を行います。
	基盤整備部
道路維持課

	97
	放置自転車の防止
	視覚障がい者誘導用ブロックの利用を妨げるような放置自転車の防止に向け、高等学校などに啓発リーフレットを配布します。
	基盤整備部
土木管理課

	98
	コミュニティバス事業
	市民との協働により、低床のコミュニティバスの導入を全市展開し、公共交通の利便性の向上を図ります。
	企画部
交通総合政策課

	99
	ＪＲ岐阜駅周辺整備事業におけるバリアフリー化の推進
	岐阜駅北口駅前広場のバス乗降場における音声案内機の整備により、バリアフリー化を進め、県都岐阜市の玄関口としての交通結節機能の充実を図ります。
	福祉部
障がい福祉課
都市建設部
駅周辺事業推進課

	100
	障がいや障がいのある人に対する理解啓発の推進
（183の再掲）
	障がいの種類や特性、障がいのある人に対する関わり方などについて、広報ぎふや岐阜市ホームページ、啓発チラシなどを通じて、広く周知します。
	福祉部
障がい福祉課


施策13　情報に関するバリアフリー化の推進
障がいのある人が安心して暮らすことのできる環境を整備するためには、障がいのある人が必要とする情報を適切に入手し、活用できるようにすることにより、生活の利便性の向上や外出しやすい環境を創出する必要があります。特に、視覚や聴覚に障がいのある人の情報の入手や意思疎通の支援に取り組むなど、情報のバリアフリー化を推進する必要があります。
岐阜市では、平成22（2010）年に策定した岐阜市ユニバーサルデザイン推進指針などに基づき、誰にでもわかりやすく見やすい広報紙や岐阜市ホームページの作成に努めるなど、行政情報の積極的な発信に取り組んでいます。さらに、視覚に障がいのある人に対する点訳・音訳サービスの提供を支援するとともに、聴覚に障がいのある人の意思疎通を支援する手話通訳者や要約筆記者などの養成や派遣を実施しています。
引き続き、障がいのある人をはじめ、誰もが必要な情報を適切に入手し、活用できるよう努めるとともに、行政情報の内容の充実を図る必要があります。また、情報の取得や意思疎通の手段として有効なインターネットや携帯電話などの電子情報機器の活用を促進するための環境づくりを推進する必要もあります。さらに、視覚に障がいのある人に対する点訳・音訳サービス、聴覚に障がいのある人の意思疎通支援の充実に取り組むとともに、平成28（2016）年の障害者差別解消法の施行などを踏まえ、障がいのある人に対する窓口対応の配慮に取り組む必要があります。
図表２－4 　障がいのある人が必要とする情報（複数回答可）


●障がいのある人をはじめ、誰もが生活における必要な情報を適切に入手し、活用できるよう、行政情報の充実を図ります。
●障がいのある人が、生活において適切な情報の入手や意思疎通ができるよう、障がいの特性などに配慮した支援に取り組みます。
《具体的な取り組み》
	番号
	名　　　称
	概　　　　要
	所　管

	101
	広報ぎふや岐阜市ホームページの充実
	広報ぎふ（月２回）や岐阜市ホームページを通じて、障がい福祉に関する情報をはじめ、市政情報を広く周知することにより、行政サービスの充実を図ります。
	市長公室
広報広聴課
福祉部
障がい福祉課


	番号
	名　　　称
	概　　　　要
	所　管

	102
	岐阜市ホームページ閲覧支援サービス事業
	視覚に障がいのある人に配慮し、ホームページ上の文字の拡大表示や音声の読み上げに対応するサービスを提供します。
	市長公室
広報広聴課

	103
	岐阜県域統合型ＧＩＳ（地理情報システム）
	岐阜市が保有する電子地図情報を岐阜県が管理するシステムに保存することにより、インターネットでの閲覧や活用を可能にします。
	行政部
情報政策課

	104
	「障がい者の明日のために」の発行
	障がい福祉に関する手当やサービスなどのさまざまな情報をまとめた「障がい者の明日のために」とその音声コード版を発行します。
	福祉部
障がい福祉課

	105
	図書郵送貸出事業
	図書館に来館が困難な障がいのある人に対し、図書などを郵送で貸し出します。
	教育委員会事務局
図書館

	106
	点訳・音訳資料提供事業【新規】
	複合施設「みんなの森　ぎふメディアコスモス」の中央図書館において、点訳・音訳資料を作成し、提供します。
	教育委員会事務局
図書館

	107
	点字版広報ぎふの発行
	視覚に障がいのある人に配慮し、広報ぎふの点字版（月２回）を発行します。
	市長公室
広報広聴課

	108
	録音版広報ぎふの発行
	視覚に障がいのある人に配慮し、広報ぎふの録音版「あいメール」（月２回）を発行します。
	市長公室
広報広聴課

	109
	点字図書館運営補助事業
	点字図書の作成や閲覧、貸出のほか、相談や外出支援などのサービスを提供する点字図書館の運営費を補助します。
	福祉部
障がい福祉課

	110
	意思疎通支援事業
	障がい福祉課に手話通訳者を配置し、事務所を含む窓口における意思疎通支援に適切に対応するとともに、手話通訳者や要約筆記者、要約筆記奉仕員の派遣を行います。
	福祉部
障がい福祉課

	111
	市民病院における手話通訳者の配置
	市民病院の総合受付に手話通訳者を配置し、聴覚に障がいのある来院者に対応します。
	市民病院事務局
病院政策課
医事課

	112
	手話通訳入りテレビ広報番組の放送
	聴覚に障がいのある人に配慮し、テレビ広報番組「あなたの街から～岐阜市～」のうち年間12本を手話通訳入りで放送します。
	市長公室
広報広聴課

	113
	手話奉仕員養成研修事業
	手話奉仕員の養成講座を開催します。
	福祉部
障がい福祉課

	114
	手話通訳者・要約筆記者養成研修事業
	手話通訳者と要約筆記者の養成講座を開催します。
	福祉部
障がい福祉課

	115
	窓口における意思疎通支援の充実
	障害者差別解消法の施行などを踏まえ、窓口における手話や筆談による意思疎通支援など、適切な対応に努めます。
	福祉部
障がい福祉課ほか


9 　安全・安心なまちづくりの推進
施策14　防災対策の推進
障がいのある人をはじめ、誰もが安心して暮らすことのできる環境を整備するためには、大規模な地震、土砂崩れ、洪水などの自然災害や火災などの発生から、市民の生命や財産を守ることのできる体制を構築する必要があります。東日本大震災や集中豪雨などの発生により、市民の防災意識は高まり、地域における防災訓練の充実が図られる一方で、障がいのある人の避難所生活への憂慮から、避難行動要支援者の登録など、十分に進んでいない面もあります。
今後は、障がいや障がいのある人への理解を促進しつつ、災害時における助け合いによる救助や避難所などにおける障がいのある人への適切な配慮について市民の意識の醸成を図るとともに、福祉避難所や災害備蓄品の整備、ボランティアの確保、避難行動要支援者登録の促進などに努める必要があります。また、災害時に、避難や避難生活などに関する情報などを障がいのある人に適切に伝えるための仕組みづくりや医療ケアが必要な障がいのある人の生命を守る体制づくりの検討、さらには、住まいの耐震化の促進など、防災対策のさらなる推進を図る必要があります。
火災や事故などに対しては、引き続き、迅速に防火・救助・救急活動を行うことができるよう、消防体制などの充実を図るとともに、急病などに対しては、緊急通報システムの適切な運用に努める必要があります。
図表２－5 　災害時の避難所などで想定される困りごと（複数回答可）


●障がいのある人を大規模災害から守るため、避難行動要支援者登録や福祉避難所の確保、住まいの耐震化の促進など、防災対策の一層の推進に努めるとともに、身近な地域における助け合いなどの活動を促進します。
●障がいのある人を火災や事故、急病などから守るため、消防体制などの充実を図るとともに、緊急通報システムなどの適切な運用に取り組みます。
《具体的な取り組み》
	番号
	名　　称
	概　　　　要
	所　管

	116
	防災活動の促進
	地域における防災訓練の実施など、自主的な防災活動を支援するとともに、障がいのある人の地域の防災訓練等への参加を促します。
	福祉部
障がい福祉課
都市防災部
都市防災政策課
防災対策課

	117
	地域防災コミュニティ計画の見直し
	　地域における避難行動要支援者の支援体制を示す地域防災コミュニティ計画の見直しを促進します。
	都市防災部
都市防災政策課

	118
	災害時における障がいのある人のサポートツールの作成【新規】
	障がいの種類や特性、災害時における障がいのある人に対する関わり方などについて示したリーフレット等を作成し、地域の防災訓練等での活用を促進します。
	福祉部
障がい福祉課

	119
	災害備蓄品の整備
	 大規模災害時における避難所生活の確保を図るため、必要な物資を備蓄します。
	都市防災部
防災対策課

	120
	マンホールトイレ設置事業
	大規模災害時における避難所生活の確保を図るため、指定拠点避難所にマンホールトイレを設置します。
	都市防災部
防災対策課

	121
	福祉避難所の拡大
	　大規模災害時に障がいのある人など避難行動要支援者を受け入れるための福祉避難所を確保します。
	都市防災部
防災対策課

	122
	避難行動要支援者対策事業
	　障がいのある人など、災害時に自力で避難することが困難な人を漏れなく把握するため、避難行動要支援者の調査対象範囲を拡大し、調査を行います。また、円滑な避難支援や安否確認を可能とする個別計画を策定するため、制度の利点をわかりやすく周知し、積極的な名簿（同意者）登録を促します。さらに、個別計画の策定を通じて、地域とのつながりを強化し、平常時の見守り活動との一体的な支援体制づくりを進めます。
	福祉部
福祉政策課
都市防災部
防災対策課


	番号
	名　　称
	概　　　　要
	所　管

	123
	避難行動要支援者の支援に関する職員対応指針
	職員対応指針により、職員の研修を実施し、大規模災害時に避難行動要支援者に対して適切な支援を行います。
	福祉部
福祉政策課

	124
	木造住宅耐震診断事業
	昭和56年５月31日以前着工の一戸建て木造住宅に、相談士を派遣し、無料で耐震診断を実施します。
	まちづくり推進部
建築指導課

	125
	木造住宅に係る耐震補強工事補助事業
	耐震診断の結果「倒壊する可能性がある」と判定された昭和56年５月31日以前着工の一戸建て木造住宅の所有者に対し、耐震補強工事を行う費用の一部を助成します。
	まちづくり推進部
建築指導課

	126
	耐震シェルター等設置補助事業
	地震時に迅速な自力避難が困難な障がいのある人などの生命の安全を確保するため、一戸建て木造住宅に耐震シェルター等を設置する費用の一部を助成します。
	まちづくり推進部
建築指導課

	127
	メール119番などの運用
	緊急時に聴覚に障がいのある人の携帯電話のメールやファックスからの通報を受信します。
	消防本部
指令課

	128
	救急業務高度化推進事業（メディカルコントロール体制の構築）
	救命率の向上を図るため、救急現場において医師の指示、指導、助言を受ける体制の確保や気管挿管、薬剤投与をする救急救命士の養成などに取り組みます。
	消防本部
救急課

	129
	緊急医療情報カードの普及促進
	　緊急時に医療関係者や救急隊員などが効率よく医療処置できるよう、病歴や服用薬、アレルギーの有無などの医療情報を記載するカードの普及啓発を図ります。
	健康部
保健医療課

	130
	ＭＥＤＩＣＡカードの普及促進
	　救急リスクの高い脳疾患や心疾患の患者の病歴や投薬歴、アレルギーの有無などの医療情報を救急車で読み取ることのできるカードの普及促進を図ります。
	市民病院事務局
医事課
医療情報部

	131
	緊急通報システムの設置
	　ひとり暮らしの障がいのある人の自宅に緊急通報装置を設置し、急病時には協力員や救急隊員が駆けつけます。
	福祉部
障がい福祉課


施策15　防犯対策の推進
障がいのある人をはじめ、誰もが安心して暮らすことのできる環境を整備するためには、日常的に発生している犯罪や交通事故、消費生活にかかわるトラブルから、市民の生命や財産を守ることのできる体制を構築する必要があります。
岐阜市では、交通安全教育などを通じて、交通ルールの徹底や交通マナーの向上に努めるとともに、障がいのある人をはじめとする歩行者などの安全な道路空間の整備に取り組んでいます。また、みんなでつくる「ホッとタウン」プロジェクトを推進するなど、地域や警察と連携した防犯活動に取り組んでいるほか、悪質商法や多重債務など、消費生活に関するトラブルの相談に応じるとともに、トラブルの解決や未然防止に関する情報を提供しています。
引き続き、犯罪や交通事故、消費生活に関するトラブルなどから、障がいのある人をはじめとするすべての人を守るため、地域や警察と連携して、防犯対策に取り組むとともに、身近な地域における見守りや助け合いなどの活動を促進するなど、防犯対策のさらなる推進を図る必要があります。
図表２－6 　近所とのかかわりを持つ上で大切なこと（図表１－27の再掲）（複数回答可）


●犯罪や交通事故、消費生活に関するトラブルなどから障がいのある人を守るため、地域や警察と連携を図るとともに、身近な地域における見守りや助け合いなどの活動を促進します。
《具体的な取り組み》
	番号
	名　　称
	概　　　要
	所　管

	132
	みんなでつくる“ホッとタウン”プロジェクト
	　防犯灯や防犯カメラの設置、青色回転灯装着車両によるパトロール、地域安全運動など、障がいのある人をはじめ、地域住民の協働による防犯活動を支援します。
	市民生活部
防犯・交通安全課

	133
	自転車安全利用啓発事業
	高齢者交通安全大学校や各小中学校での交通教室などにおいて、自転車の交通ルール・マナー講習会（講義・実技）の受講者に「自転車安全運転車証」を交付します。
	市民生活部
防犯・交通安全課

	134
	自転車安全利用サポート事業
	自転車利用における交通ルールや交通マナーの向上に取り組む高等学校を自転車安全利用推進校に認定し、交通安全に関する啓発活動などを行います。
	市民生活部
防犯・交通安全課

	135
	ゆとり・やすらぎ道空間事業（93の再掲）
	歩行空間などを確保し、交通安全を図るため、路肩のカラー舗装化などの整備を行います。
	基盤整備部
道路建設課

	136
	消費生活相談
	障がいのある人をはじめ、市民の消費生活に関する相談に、電話や窓口で対応します。
	市民生活部
消費生活課

	137
	生活知識講座
	消費生活に関する必要な知識や最新情報を学ぶ講座を開催（手話通訳者を配置）します。
	市民生活部
消費生活課

	138
	安否情報ダイヤルイン電話
（142の再掲）
	　障がいのある人のいる世帯の孤立化を防止するため、安否情報ダイヤルイン電話により、情報の一元化と関係機関との連携による迅速な対応を図ります。
	福祉部
福祉政策課ほか


施策16　地域活動などの促進
障がいのある人が、安心して暮らすことのできる環境を整備するためには、平常時からの見守り活動、大規模災害や事故などの発生時における助け合い活動など、障がいのある人と身近な地域住民とのつながりを強化する必要があります。
岐阜市では、「愛の一声運動」や訪問給食サービスなどによる安否確認を通じた見守り活動を推進しています。また、岐阜市社会福祉協議会と連携し、福祉ボランティアの育成や確保に努めるとともに、岐阜市ＮＰＯ・ボランティア協働センターにおいて、ＮＰＯやボランティアの育成や支援に取り組み、地域における福祉活動などの促進を図っています。
こうした地域におけるさまざまな活動を推進していますが、身近な地域住民相互の関係は希薄化しつつあります。平常時における見守り活動、大規模災害や事故などの発生時における助け合い活動などを促進するためには、身近な地域住民相互の自発的な関係づくりが不可欠となります。
今後は、地域や関係団体と連携し、身近な地域における見守り活動や助け合い活動などのあり方について検討するとともに、広く地域住民に障がいや障がいのある人に対する理解を促進し、障がいのある人と身近な地域住民とのつながりの強化を図る必要があります。引き続き、安否確認に関する取り組みを実施するともに、岐阜市社会福祉協議会などの関係団体と連携し、ボランティア活動などの促進に努める必要があります。
また、共生社会の実現を図るためには、障がいの有無や性別、国籍などにかかわらず、お互いに尊重し合いながら、地域におけるさまざまな活動に参画し、さまざまな人と交流できる環境づくりにも取り組む必要があります。
図表２－7 　自治会・地域活動、ボランティア活動への参加状況（複数回答可）

●身近な地域における見守り活動や助け合い活動、ボランティア活動などの促進に取り組み、障がいのある人と身近な地域住民とのつながりの強化を図ります。
●障がいのある人が地域のさまざまな活動に参画し、さまざまな人と交流できる環境づくりを推進します。
《具体的な取り組み》
	番号
	名　　　称
	概　　　　要
	所　管

	139
	地域福祉活動の推進
	岐阜市社会福祉協議会と連携し、地域住民相互の関係づくりや見守り活動、助け合い活動を担う人材や団体の育成を図ります。さらに、その成果が障がいのある人などへの個別支援に生かされるよう、公的な相談支援機関と地域福祉活動団体との協働を推進します。
	福祉部
福祉政策課

	140
	「愛の一声運動」推進員設置事業
	推進員を配置し、障がいのある人の自宅を訪問して安否確認を行います。
	福祉部
障がい福祉課

	141
	訪問給食サービス事業
（15の再掲）
	　栄養バランスのとれた食事を配達し、あわせて安否確認を行うことにより、食生活の改善や健康の増進を図るとともに、社会的孤立を防止します。
	福祉部
障がい福祉課

	142
	安否情報ダイヤルイン電話
	　障がいのある人のいる世帯の孤立化を防止するため、安否情報ダイヤルイン電話により、情報の一元化と関係機関との連携による迅速な対応を図ります。
	福祉部
福祉政策課ほか

	143
	岐阜市ＮＰＯ・ボランティア協働センター運営事業
	ＮＰＯやボランティア等の育成、支援などを行います（同センターは平成27年度中に複合施設「みんなの森　ぎふメディアコスモス」の市民活動交流センターに移転します。）。
	市民参画部
市民協働推進課

	144
	市民活動支援事業
	ＮＰＯやボランティア団体等の市民活動支援団体が実施する、地域社会の課題解決を目的とした事業の費用の一部を助成します。
	市民参画部
市民協働推進課

	145
	精神保健福祉ボランティア講座
	精神障がいに関する理解や基本的な知識を学び、精神保健福祉ボランティアを養成する講座を開催します。
	福祉部
障がい福祉課


	番号
	名　　　称
	概　　　　要
	所　管

	146
	シニア皆援隊
	障がいのある人などを対象に、日常生活におけるちょっとした困りごとを解決するため、岐阜市シルバー人材センターより低額な料金で人材を派遣します。
	福祉部
高齢福祉課

	147
	障がい者団体補助金等
	　障がいのある人の交流などを推進する障がい者団体の運営費などの一部を助成します。
	福祉部
障がい福祉課

	148
	障がいや障がいのある人に対する理解啓発の推進
（183の再掲）
	障がいの種類や特性、障がいのある人に対する関わり方などについて、広報ぎふや岐阜市ホームページ、啓発チラシなどを通じて、広く周知します。
	福祉部
障がい福祉課

	149
	男女共同参画の推進
	　第２次岐阜市男女共同参画基本計画（改定版）（平成25（2013）年３月）に基づき、男女がともに対等な立場で地域活動などに参画できる環境づくりに取り組みます。
	市民参画部
男女共生・生きがい推進課

	150
	多文化共生の推進
	　岐阜市多文化共生推進基本計画（平成27（2015）年３月）に基づき、誰もが互いに多様性を理解し合い、地域活動などに参画できる環境づくりに取り組みます。
	市民参画部
国際課


Ⅳ　障がいのある人が社会参加しやすいまちづくり
10 　スポーツ、文化芸術活動の推進
施策17　スポーツの推進
障がいのある人が、より充実した生活をおくるためには、スポーツを通じて社会活動に参加し、生きがいを持って健やかに暮らすことができるような環境づくりに取り組む必要があります。
岐阜市では、岐阜県障害者スポーツ協会などの関係団体と連携し、障がい者スポーツの推進を図るとともに、障がい者卓球大会や障がい者卓球スポーツ教室を開催するなど、障がいのある人が、スポーツに親しみ、体力や競技力の向上を図るための環境づくりに取り組んでいます。
平成24（2012）年には、ぎふ清流国体（第67回国民体育大会）・ぎふ清流大会（第12回全国障害者スポーツ大会）が開催されました。また、平成32（2020）年には、オリンピック・パラリンピックが日本で開催されます。こうしたことから、障がいのある人をはじめ、スポーツへの関心が高まりつつあり、岐阜県においても、新福祉友愛プール（仮称）の整備が進められるなど、障がい者スポーツの環境整備が図られつつあります。
今後は、岐阜県障害者スポーツ協会などの関係団体と連携し、障がい者スポーツのより一層の推進を図るとともに、引き続き、障がいのある人が、スポーツに親しみ、体力や競技力の向上を図るための環境づくりに取り組む必要があります。
図表２－8 　スポーツ教室・大会などへの参加状況

●障がいのある人が、スポーツに親しみ、体力や競技力の向上を図るための環境づくりを推進します。
《具体的な取り組み》
	番号
	名　　　称
	概　　　　要
	所　管

	151
	障がい者団体補助金等
（147の再掲）
	　障がい者団体が主催する大会の運営費などの一部を助成します。
	福祉部
障がい福祉課

	152
	「東京オリンピック・パラリンピック」ターゲットエイジ育成事業
	　子どもたちの「夢・志」を育むとともに、東京オリンピック・パラリンピック等を目指す将来有望な選手を支援するなど、競技力の向上を図ります。
	教育委員会事務局
市民体育課

	153
	障がい者卓球大会
	　障がいのある人の卓球競技力の向上などを図るため、「チャレンジド卓球大会」を開催します。
	教育委員会事務局
市民体育課

	154
	障がい者卓球スポーツ教室
	　障がいのある人の卓球競技の普及促進などを図るためのスポーツ教室を開催します。
	教育委員会事務局
市民体育課

	155
	サウンドテーブルテニス教室
	視覚に障がいのある人のサウンドテーブルテニス（卓球）競技の普及促進などを図るためのスポーツ教室を開催します。
	教育委員会事務局
市民体育課

	156
	新春ぎふシティマラソン
	　市民がスポーツに親しむ機会を提供するために開催する新春マラソン大会において、車いすの部を設けます。
	教育委員会事務局
市民体育課


施策18　文化芸術活動の推進
障がいのある人が、より充実した生活をおくるためには、文化芸術活動を通じて社会活動に参加し、生きがいを持って健やかに暮らすことができるような環境づくりに取り組む必要があります。
岐阜市では、関係団体などと連携し、「障害者週間」に合わせて障がい者芸術祭を開催するとともに、さまざまな文化芸術活動への参加を促進するなど、障がいのある人が、文化芸術に親しむ環境づくりに取り組んでいます。また、生涯学習「長良川大学」などの実施により、生涯学習に取り組むための環境づくりにも努めています。
今後は、岐阜大学医学部等跡地において整備を進めている複合施設「みんなの森　ぎふメディアコスモス」に「知の拠点」となる中央図書館や「絆の拠点」となる市民活動交流センター、「文化の拠点」となる展示ギャラリーなどを開設し、その利用促進を図るとともに、引き続き、障がい者芸術祭や生涯学習「長良川大学」などの実施により、障がいのある人が、文化芸術に親しみ、生涯学習に取り組むための環境づくりを推進する必要があります。
図表２－9 　文化芸術活動への参加状況


●「みんなの森　ぎふメディアコスモス」の利用促進を図るとともに、障がい者芸術祭や「長良川大学」を実施するなど、障がいのある人が、文化芸術に親しみ、生涯学習に取り組むための環境づくりを推進します。
《具体的な取り組み》
	番号
	名　　　称
	概　　　　要
	所　管

	157
	障がい者芸術祭
	　関係団体などと連携し、障がいのある人の舞台芸術の発表や造形美術の展示などを行います。
	福祉部
障がい福祉課

	158
	長良川大学
	　障がいのある人をはじめとした市民を対象に、岐阜市の職員による出前講座や関係機関による公開講座などを開催します。
	市民参画部
男女共生・生きがい推進課
ほか

	159
	ふれあい教育展
	特別支援学級や特別支援学校の児童生徒による作品の展示や劇、楽器演奏を行います。
	教育委員会事務局
学校指導課

	160
	「つかさのまち夢プロジェクト」（岐阜大学医学部等跡地整備事業）
	中央図書館や市民活動交流センター、展示ギャラリーなどの複合施設「みんなの森　ぎふメディアコスモス」を整備します。
	市民参画部
ぎふメディアコスモス開設準備課
ほか

	161
	図書郵送貸出事業
（105の再掲）
	図書館に来館が困難な障がいのある人に対し、図書などを郵送で貸し出します。
	教育委員会事務局
図書館

	162
	点訳・音訳資料提供事業
【新規】（106の再掲）
	複合施設「みんなの森　ぎふメディアコスモス」の中央図書館において、点訳・音訳資料を作成し、提供します。
	教育委員会事務局
図書館


11 　教育・療育の充実

施策19　学校教育の充実
障がいのある人をはじめ、誰もが生涯にわたって、より充実した生活をおくるためには、生きがいを持って健やかに暮らすことができるよう、生涯学習につながる学校教育における良好な環境づくりから取り組む必要があります。学校教育の充実にあたっては、障がいのある児童生徒が、合理的配慮を含む必要な支援のもと、障がいのない児童生徒とともに、障がいの特性や程度などを踏まえた適切な教育を受けることができるような環境づくりが望まれています。このような、ともに学ぶ環境づくりを進める一方で、個別の支援ニーズのある児童生徒が、将来の自立と社会参加を見据えて、成長段階ごとに最適な支援を受けられるよう、通常の学級のほか、通級指導教室、特別支援学級、特別支援学校などの多様な学びの場の充実を図る必要があります。
岐阜市では、障がいのある児童生徒を支援する教職員の資質の向上を図るなど、通級指導教室や特別支援学級、特別支援学校などの多様な学び場における教育の充実に努めるとともに、障がいのある児童生徒が学校生活をおくる上での障壁を除去するため、スロープや手すりの設置、洋式トイレの整備などのバリアフリー化を推進するなど、教育環境の充実を図っています。また、卒業後の進学、就職に向けた適切な進路指導の充実に努めるとともに、できる限り成人に至るまでの一貫した支援を受けられるよう、関係機関と連携し、成長の過程や支援の内容に関する情報を記録するサポートブックを作成し、活用の促進を図っています。
引き続き、障がいのある児童生徒の教育環境の一層の充実を図るとともに、学校卒業後の進路の１つとなる大学など高等教育機関における障がいや障がいのある人に対する理解の促進や配慮に努める必要があります。
図表２－10 　希望する学習形態

●教職員の資質の向上や学校施設のバリアフリー化などに取り組み、障がいのある児童生徒ができる限り障がいのない児童生徒とともに学べる環境づくりに努めるとともに、それぞれの障がいに応じた適切な教育の提供に努めます。
●高等教育機関における障がいや障がいのある学生に対する理解の促進や配慮に努めます。
《具体的な取り組み》
	番号
	名　　称
	概　　　　要
	所　管

	163
	特別支援教育担当教職員の資質の向上
	　幼稚園や小中学校の特別支援教育担当教職員を対象に、一人ひとりに応じた支援のあり方に関する研修会を開催します。
	教育委員会事務局
学校指導課

	164
	岐阜特別支援学校における地域センター機能の充実
	　特別支援学級などの教職員や保護者などからの相談に応じるとともに、特別支援教育に関する研修会などを開催します。
	教育委員会事務局
学校指導課

	165
	通常学級の児童生徒の相談・支援
	　通常学級に在籍する児童生徒に関する発達やいじめ、不登校などの相談に応じるとともに、一人ひとりに適した必要な支援を行い、自主性や社会性を育みます。
	子ども未来部
子ども・若者総合支援センター

	166
	小児慢性特定疾病児童等に対する支援
	小児慢性特定疾病の患者など、長期入院の児童生徒の学ぶ場を保障するため、市民病院や岐阜県総合医療センター、岐阜大学医学部附属病院に院内学級を開設します。
	教育委員会事務局
学校指導課

	167
	放課後児童クラブ
	障がいのある児童を含め、保護者などが昼間家庭にいない児童に対し、保護者などに代わって生活指導や育成を行います。
	教育委員会事務局
青少年教育課

	168
	岐阜特別支援学校土曜クラブ
	土曜日に家庭や地域で生活することが困難な障がいのある児童の健全育成を図るために、土曜クラブを開設します。
	教育委員会事務局
青少年教育課

	169
	小中学校における改修・改造事業
	障がいのある児童生徒などが安心して利用できるよう小中学校のトイレの洋式化を行います。
	教育委員会事務局
教育施設課

	170
	岐阜薬科大学における福祉体験実習
	　岐阜薬科大学の入学生を対象に福祉体験実習を行い、障がいのある人などに対する理解を深め、医療関係者としての意識の向上を図ります。
	薬科大学事務局
教務厚生課

	171
	障がいや障がいのある人に対する理解啓発の推進（183の再掲）
	障がいの種類や特性、障がいのある人に対する関わり方などについて、広報ぎふや岐阜市ホームページ、啓発チラシなどを通じて、広く周知します。
	福祉部
障がい福祉課


施策20　療育の充実
発達障がいや発達に遅れのある子どもについては、一人ひとりの特性や発達段階に応じた適切な医療や保育、教育を提供するとともに、ライフステージに応じた切れ目のない支援が必要となります。
岐阜市では、岐阜市子ども・若者総合支援センター「エールぎふ」を平成26（2014）年度に設置し、０歳から成人前までの子どもや若者に関する悩みや不安などの相談にワンストップで対応し、一人ひとりの特性や発達段階に応じた継続的な支援に取り組んでいます。乳幼児期においては、乳幼児健康診査や保育所（園）、幼稚園における保育、教育を通じて、発達の遅れなどの早期発見に努め、幼児支援教室などにおいて早期対応を図ることにより、就学への円滑な移行に取り組んでいます。また、療育支援が必要な子どもに対しては、恵光学園、みやこ園などの児童発達支援センター、ポッポの家などの医療型児童発達支援センターと連携し、適切な療育相談や支援に取り組んでいます。
今後は、岐阜市子ども・若者総合支援センターの機能のさらなる充実や、児童発達支援センターなどにおける療育の質の向上を図るとともに、就学への円滑な移行や就学後の教育の充実に取り組み、発達障がいや発達に遅れのある子どもに対する切れ目のない支援に取り組む必要があります。
図表２－11 　通学・通園における困りごと（複数回答可）

●岐阜市子ども・若者総合支援センターの機能のさらなる充実を図り、発達障がいや発達に遅れのある子どもの総合的かつ継続的な支援に取り組みます。
●切れ目のない支援を実現するため、児童発達支援センターなどにおける療育の質の向上や就学への円滑な移行に取り組みます。
《具体的な取り組み》
	番号
	名　　称
	概　　　　要
	所　管

	172
	乳幼児健康診査
（47の再掲）
	　４か月児、10か月児、３歳児などの健康診査を実施し、疾病や発達障がいなどの早期発見や適切な指導を行います。
	健康部
健康増進課

	173
	発達に関する相談
（10の再掲）
	子どもや若者に関する悩みや不安などの相談に応じ、一人ひとりの発達段階などに適した支援につなげます。
	子ども未来部
子ども・若者総合支援センター

	174
	親子教室
	発達に心配のある子どもや保護者を対象に開催する「遊びの教室」を通じて、一人ひとりの発達段階などに適した支援につなげます。
	子ども未来部
子ども・若者総合支援センター

	175
	幼児支援教室
	 発達に遅れなどのある子どもを対象に、遊びを通じてコミュニケーション力を育むとともに、円滑な就学に向けた支援を行います。
	子ども未来部
子ども・若者総合支援センター

	176
	就学前巡回相談事業
	発達障がいや発達に遅れのある子どもが入所等する保育所（園）や幼稚園等を巡回し、相談等を行います。
	子ども未来部
子ども・若者総合支援センター

	177
	サポートブックの活用促進
	発達障がいや発達に遅れのある子どもの成長の過程や支援の内容に関する情報を記録し、適切な支援につなげるためのサポートブックの活用を促進します。
	福祉部
障がい福祉課

	178
	障害児通所支援サービスの提供（12の再掲）
	障害児支援利用計画に基づく児童発達支援や放課後等デイサービスなどのサービスを提供します。
	福祉部
障がい福祉課

	179
	在宅支援外来療育等支援事業
	恵光学園の職員が、発達障がいや発達に遅れのある子どもとその家族の相談に応じるとともに、適切な指導を行います。
	福祉部
恵光学園

	180
	保育所障害児受入促進事業
	私立保育園が障がいのある子どもを受入れるために行う施設の改修にかかる費用の一部を助成します。
	子ども未来部
子ども保育課

	181
	岐阜市障害者総合支援協議会（４の再掲）
	発達障がいや発達に遅れのある子どもの保護者や支援者、関係機関等の連携により、発達障がいや発達に遅れのある子どもの円滑な就学に向けた支援体制などについて協議します。
	福祉部
障がい福祉課

	182
	障がいのある子どもに対する支援のあり方の検討
	実態や先進事例などの調査により、発達障がいや発達に遅れのある子どもに対する支援策について検討します。
	福祉部
障がい福祉課


12 　理解の促進と差別の解消

施策21　理解啓発・広報活動の推進
障がいのある人が、社会参加を通じて、より充実した生活をおくるためには、障がいの種類や特性、障がいのある人に対する関わり方などについて、広く市民に周知し、障がいのある人とない人がお互いを理解し、尊重し合う環境づくりに取り組む必要があります。
岐阜市では、広報ぎふなどを通じて、障がい者マークのほか、障がいの種類や特性、障がいのある人に対する関わり方などについて周知を図るとともに、障がい者団体が実施する啓発イベントの広報などの支援に取り組んでいます。また、このような理解の啓発には、学校教育などにおける児童生徒の意識の醸成が不可欠であることから、障がいのある人とのふれあい活動などを通じて、児童生徒の理解啓発の促進に取り組んでいます。
しかし、いまだに障がいのある人が差別などを感じていることから、引き続き、障がいや障がいのある人に対する理解の一層の促進を図るため、広報活動や福祉教育の充実に取り組む必要があります。
図表２－12 　日常生活における差別や偏見（図表１－36の再掲）

●障がいや障がいのある人に対する理解の一層の促進に向け、広報活動や福祉教育の充実に取り組みます。
《具体的な取り組み》
	番号
	名　　　称
	概　　　　要
	所　管

	183
	障がいや障がいのある人に対する理解啓発の推進
	障がいの種類や特性、障がいのある人に対する関わり方などについて、広報ぎふや岐阜市ホームページ、啓発チラシなどを通じて、広く周知します。
	福祉部
障がい福祉課

	184
	視覚に障がいのある人のＳＯＳシグナルの普及啓発
	　視覚に障がいのある人が支援を求める際に行う白杖を掲げる合図について、岐阜市ホームページ、啓発チラシなどを通じて、広く周知します。
	福祉部
障がい福祉課

	185
	障がい者団体主催イベントの支援
	障がい者団体が実施するイベントに関する広報や必要な支援を行います。
	福祉部
障がい福祉課

	186
	新規採用職員研修
	　新規採用職員を対象に、障がいのある人に対する接し方を学ぶための体験実習を実施します。
	行政部
職員育成課

	187
	総合的な学習の時間
（福祉教育）
	小中学校において、障がいのある人などとのふれあい活動や体験を通じて、障がいのある人などへの理解やボランティア意識を育みます。
	教育委員会事務局
学校指導課

	188
	岐阜薬科大学における福祉体験実習（170の再掲）
	　岐阜薬科大学の入学生を対象に、障がいのある人などに対する理解を深め、医療関係者としての意識の向上を図ります。
	薬科大学事務局
教務厚生課


施策22　差別の解消と虐待防止の推進
障がいのある人が、社会参加などによって、より充実した生活をおくるためには、障がいのある人への差別を解消し、その権利をおびやかすような言動や虐待を防止するよう、障がいのある人とない人がお互いを理解し、尊重し合う環境づくりに取り組む必要があります。
岐阜市では、障がい福祉課に虐待防止相談員を配置し、障がい者虐待防止センター機能を担うとともに、人権や虐待防止に関する啓発、障がいや障がいのある人に対する理解の促進に努めるなど、差別の解消や虐待防止の推進に取り組んでいます。
障害者差別解消法の平成28（2016）年の施行に伴い、地方公共団体に、障がいを理由とする差別の禁止や障がいのある人に対する合理的配慮が義務付けられることから、これについて具体的に示す「職員対応要領」の作成が必要となります。
今後は、「職員対応要領」を作成し、これに基づく合理的配慮に取り組むとともに、広く障がいや障がいのある人に対する理解の一層の促進を図り、差別の解消を推進する必要があります。引き続き、人権や虐待防止に関する啓発に取り組むとともに、岐阜市社会福祉協議会などの関係機関と連携し、成年後見制度の活用の促進を図るなど、虐待防止を推進する必要があります。
図表２－13 　差別や偏見を感じる場面（複数回答可）
※この設問は共通項目ではないため、精神障害者保健福祉手帳所持者については非掲載


●障害者差別解消法などに基づき、障がいのある人に対する差別の解消や合理的配慮に取り組むとともに、障がいや障がいのある人に対する理解の一層の促進に努めます。
●障がいのある人の権利や財産を守るため、関係機関と連携し、成年後見制度の活用の促進を図るなど、人権の確保や虐待防止に取り組みます。
《具体的な取り組み》
	番号
	· 　　称
	概　　　　要
	所　管

	189
	障害者差別解消法に基づく「職員対応要領」の作成
【新規】
	障害者差別解消法に基づく、岐阜市の「職員対応要領」を作成し、障がいのある人に対する合理的配慮に努めます。
	福祉部
障がい福祉課

	190
	窓口における意思疎通支援の充実（115の再掲）
	障害者差別解消法の施行などを踏まえ、窓口における手話や筆談による意思疎通支援など、適切な対応に努めます。
	福祉部
障がい福祉課ほか

	191
	障がいや障がいのある人に対する理解啓発の推進（183の再掲）
	障がいの種類や特性、障がいのある人に対する関わり方などについて、広報ぎふや岐阜市ホームページ、啓発チラシなどを通じて、広く周知します。
	福祉部
障がい福祉課

	192
	新規採用職員研修
（186の再掲）
	　新規採用職員を対象に、障がいのある人に対する接し方を学ぶための体験実習を実施します。
	行政部
職員育成課

	193
	障がい者虐待防止事業
	障がい者虐待防止センターとしての機能を担うため、虐待防止相談員を配置し、相談に応じるとともに、必要に応じて弁護士に援助を求めます。また、ポスター等の掲示や講演会を開催するなど、虐待の防止と早期発見に努めます。
	福祉部
障がい福祉課

	194
	岐阜市障害者総合支援協議会（４の再掲）
	障がいのある人やその家族、支援者、関係機関の連携により、障がいのある人の虐待防止ネットワークの構築について協議します。
	福祉部
障がい福祉課

	195
	成年後見制度利用支援事業（37の再掲）
	成年後見制度の積極的な活用を促すため、申請手続きに要する費用など、制度を利用する際に必要な経費の一部を助成します。
	福祉部
障がい福祉課

	196
	成年後見制度における法人後見支援のあり方の検討
【新規】（38の再掲）
	成年後見を適正に行うことができる法人を確保する体制の整備や支援のあり方を検討します。
	福祉部
障がい福祉課


	番号
	· 　　称
	概　　　　要
	所　管

	197
	「人権の広場」
	人権に関する講演会を開催するとともに、人権に関する作品の表彰や発表を行います。
	市民参画部
人権啓発センター

	198
	人権学習講座
	偏見や差別の解消に向けた活動ができる人材を養成するための講座を開催します。
	市民参画部
人権啓発センター

	199
	心の輪講座
	関係団体と連携し、人権尊重ボランティアを育成するための講座を開催します。
	市民参画部
人権啓発センター
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